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資料１

令和６年６月末現在

〇基本目標／魅力ある農業の推進

〇施策／Ⅰ農業経営の安定化

施策の展開（事業）

(1)農業生産基盤
の整備と利用管
理

(2)人・農地プラ
ン（地域農業マ
スタープラン）
の推進

(3)遊休農地の解
消

①農地中間管理事業による農地の有効利用
　農地の有効利用や農業経営の効率化を図るため、「地域農業を考える座
談会」を開催した。
　なお、農地中間管理事業を活用し、利用権設定を行った地域、農業者等
はなかった。
〔座談会〕
　日頃市１回（14名参加）、吉浜１回（14名参加）

②椿利活用推進事業
　遊休農地の縮減や椿利活用の推進を図るため、植樹用地を公募し、遊休
農地等にヤブツバキの植樹を行った。
〔植栽実績〕
　10月18日　末崎町字泊里地内　椿苗木10本

①地域計画の策定
　将来の農地利用の姿を明確化するため、地域計画を策定する。農業者や
地域住民を対象とした「地域農業を考える座談会」を開催する。
〔座談会〕
　末崎、赤崎、猪川、立根、日頃市、綾里、越喜来、吉浜

②地域農業計画実践支援事業
　今のところ実施に係る要望はない。

①農地中間管理事業による農地の有効利用
　農地中間管理事業による利用権設定の更新事務を行う。（64筆）
　農地中間管理事業の活用を見据え、農地の有効利用や農業経営の効率化
を図るため、「地域農業を考える座談会」を開催する。
〔座談会〕
　末崎、赤崎、猪川、立根、日頃市、綾里、越喜来、吉浜

②椿利活用推進事業
　遊休農地の縮減や椿利活用の推進を図るため、植樹用地を公募し、遊休
農地等にヤブツバキの植樹を行う。

〇農地の集約化（再掲）
　農地中間管理機構、県及び農業委員会等と連携
し、地域の中心的経営体の育成確保を進めなが
ら、農地の集約化を図っていく必要がある。

〇計画的かつ効率的な事務執行
　事業導入に向けた相談から導入に至るまでの計
画策定に時間を要することから、県及び事業実施
主体と連携し、計画的かつ効率的に事務を執行す
る必要がある。

〇農地の集約化（再掲）
　農地中間管理機構、県及び農業委員会等と連携
し、地域の中心的経営体の育成確保を進めなが
ら、農地の集約化を図っていく必要がある。

〇植栽地の適正な管理
　ヤブツバキの良好な生育を促すため、植栽地の
草刈りや肥料散布等適正な管理の実施及び啓発を
行う必要がある。

議事⑴　第７次大船渡市農業振興基本計画の取組状況について

令和５年度実績

①農地中間管理事業に伴う協力金の交付
　農地中間管理事業を活用して、農地集積に協力した地域、農業者等に対
し交付する機構集積協力金の交付実績はなかった。

②農業用施設維持補修事業
　農業用水路等の補修を行い、適切な農業用施設の維持管理に努めた。
〔事業内容〕
　団子森ため池ハザードマップ作成　　　１件　1,221千円
　ため池補修(郷道ため池)　　　　　　　１件　　407千円
　農業用水路補修等(立根町萱中地内ほか)７件　2,061千円
　農道補修（三陸町吉浜大野地内）　　　１件　　 99千円
              　　　　　　　　　計　　10件　3,788千円

①農地中間管理事業に伴う協力金の交付
　農地中間管理事業を通じた地域の中心となる経営体への農地集積等を円
滑に進めるため、農地集約等に取り組む地域に対し、機構集積協力金を交
付する。

②農業用施設維持補修事業
　農業用水路等の補修を行い、適切な農業用施設の維持管理に努める。
〔事業計画〕
　頭首工補修　　　　　1,000千円
　農業用水路補修　　　1,000千円
　水路橋改修工法検討　5,000千円
　　　　　　　　計　　7,000千円

令和６年度計画・進捗（実績値は、令和６年６月末現在） 課題等

〇農地の集約化
　農地中間管理機構、県及び農業委員会等と連携
し、地域の中心的経営体の育成確保を進めなが
ら、農地の集約化を図っていく必要がある。

〇計画的な維持補修
　緊急度、優先度等を見極めながら、老朽化等に
対応した計画的な維持補修を実施していく必要が
ある。

〇施策の基本方針／１農地の保全と活用

①地域計画の策定
　将来の農地利用の姿を明確化するため、地域計画の策定を進めた。農業
者や地域住民を対象とした「地域農業を考える座談会」を開催した。
〔座談会〕
　日頃市１回（14名参加）、吉浜１回（14名参加）

②地域農業計画実践支援事業
〔事業内容〕
　実施主体　三陸畜産組合（越喜来、吉浜、立根）
　整備施設　クローラーカッター（牧草粉砕機）１台
　　　　　　マニアスプレッダ（堆肥散布機）１台
　対象作目　畜産
　補助対象事業費　1,375,000円
　　　　　　　　（うち県補助457,000円、市補助230,500円）
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施策の展開（事業）

(4)日本型直接支
払事業の推進

（5）環境に配慮
した農業の推進

〔施策の基本方針１「農地の保全と活用」成果指標〕

令和２年度（実績） 令和３年度（実績） 令和４年度（実績） 令和５年度（実績） 令和６年度 令和７年度 令和８年度（目標）

672ha 649ha 634ha 632ha － － 670ha

19.9% 13.4% 15.7% 13.8% － － 19.0%

令和５年度実績 令和６年度計画・進捗（実績値は、令和６年６月末現在） 課題等

①多面的機能支払制度の推進
　農地の多面的機能を継続的に発揮させるため、農業用水路の泥上げや農
道の路面維持などの認定組織が取り組む共同活動等を支援した。
〔支援内容〕
　認定組織　日頃市/板川長集落、小通集落、
　　　　　　　　　 鷹生川流域広域協定（鷹生、宿、平山集落による広域協定）

　　　　　　吉　浜/本郷集落、大野集落　　合計５組織
　協定面積  114ha
  交付金額　6,172千円

②中山間地域等直接支払制度の推進
　条件不利地域において、農地の維持管理及び保全活動を行う認定組織の
活動を支援した。
〔支援内容〕
　認定組織　日頃市/鷹生集落、宿集落、平山集落、小通集落
　　　　　　吉浜/本郷集落、大野集落　　合計６組織
　協定面積　 101ha
　交付金額　16,077千円

①多面的機能支払制度の推進
　農地の多面的機能を継続的に発揮させるため、農業用水路の泥上げや農
道の路面維持などの認定組織が取り組む共同活動等を支援する。
〔支援内容〕
　認定組織　日頃市/板川長集落、小通集落、
　　　　　　　　 　鷹生川流域広域協定（鷹生、宿、平山集落 による広域協定）

　　　　　　吉　浜/本郷集落、大野集落　　合計５組織
　協定面積　114ha（予定）
　交付金額　6,000千円（予定）

②中山間地域等直接支払制度の推進
　条件不利地域において、農地の維持管理及び保全活動を行う認定組織の
活動を支援する。
〔支援内容〕
　認定組織　日頃市/鷹生集落、宿集落、平山集落、小通集落
　　　　　　吉浜/本郷集落、大野集落　　合計６組織
　協定面積　 101ha
　交付金額　16,508千円（予定）

〇新規認定組織の掘り起こし及び人材育成
　農地の多面的機能を保全するため、新たな認定
組織の掘り起こしが必要である。
　また、将来にわたって組織を維持するため、事
務全般の負担を軽減するとともに、女性や若者等
の人材を育成する必要がある。
　

①環境保全活動の取組の支援
　多面的機能支払制度及び中山間地域等直接支払制度に取り組む活動組織
に対し、環境保全型農業直接支払制度の周知を行った。

②農業用廃プラスチック・廃農薬の適正処理
　大船渡地方農業振興協議会の事業として、農業用廃プラスチック及び廃
農薬の回収について周知するとともに、回収作業を実施した。なお、廃農
薬回収は隔年実施としている。
〔回収実績〕
  農業用廃プラスチック回収（11月14日）　3,326kg
　廃農薬回収（11月27日）309kg

①環境保全活動の取組の支援
　多面的機能支払制度及び中山間地域等直接支払制度に取り組む活動組織
に対し、環境保全型農業直接支払制度の周知を行うとともに、新規組織の
掘り起しに努める。

②農業用廃プラスチック・廃農薬の適正処理
　大船渡地方農業振興協議会の事業として、農業用廃プラスチックの回収
作業を行う。廃農薬回収は隔年実施としている。
〔回収予定〕
　　農業用廃プラスチック回収(11月)

〇環境保全型農業直接支払制度の周知及び新規組
織の掘り起こし
　環境保全型農業直接支払制度の内容を周知する
とともに、取組可能な組織や農業者との合意形成
を図りながら、事業実施していく必要がある。

〇廃プラスチック・廃農薬の適正処理の推進
　回収実績を向上させ、効果的な周知を行うこと
により、適正処理を推進していく必要がある。

項　目

耕地面積

遊休農地率
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施策の展開（事業）

(1)土地利用型農
業の振興

(2)施設型・周年
生産型農業の確
立

(3)価格安定対策
の推進

令和６年度計画・進捗（実績値は、令和６年６月末現在）

①農地中間管理事業の活用による経営規模の拡大
　農地の有効利用や農業経営の効率化による経営規模の拡大を図るため、
「地域農業を考える座談会」を開催する。
〔座談会〕
　末崎、赤崎、猪川、立根、日頃市、綾里、越喜来、吉浜

②スマート農業の導入に向けた支援
　大船渡地方農業振興協議会が開催するスマート農業に係る会議や研修会
に参加し、情報収集を図る。
　また、農業者にスマート農業に関する情報提供を行う。

課題等

〇農地の集約化（再掲）
　農地中間管理機構、県及び農業委員会等と連携
し、地域の中心的経営体の育成確保を進めなが
ら、農地の集約化を図っていく必要がある。

〇機械やサービスの導入コスト
　スマート農業に活用される機械やサービスが高
価なため、小規模な農家が導入する際の負担軽減
策を講じる必要がある。

①各種イベント等
　市農業まつりは、市産業まつりと同日開催では市内の農産品が少ないた
め、対象地域を気仙管内に拡大し、10/28に「JAまつり」として開催され
た。ＪＡまつりの中で、農産物品評会・フラワーコンテストにおける大船
渡市長賞（１点）にかかる賞状及び記念品（副賞）に対応した。

②高収益作物等
　市内農業法人が越喜来浦浜地区で計画する施設整備に対し、国の「産地
生産基盤パワーアップ事業」を導入するため、大船渡農林振興センターと
連携しながら市農業再生協議会及び取組事業者の計画作成等を進めた。
〔事業内容〕
　整備施設　大規模周年栽培施設2.43ha
　生産物等　ミニトマト
　補助対象事業費　2,618,000千円（うち国庫補助1,100,000千円）

③花き
　花きに関するイベントや生産者のつどい等の情報を随時花き生産者に紹
介する形で支援を行った。また、つばきまつりや世界の椿館・碁石の自主
事業の中で、寄せ植え体験教室等の花きに触れられるイベントを行い、花
き振興に努めた。

①各種イベント等
　大船渡市農協では、気仙管内を対象にＪＡまつりを開催する予定であ
る。

②高収益作物等
　市内農業法人が越喜来浦浜地区で整備中の高度環境制御施設及び集出荷
貯蔵施設に対し、国の「産地生産基盤パワーアップ事業」により大船渡農
林振興センターと連携しながら支援する。大型ＬＰＧタンクの製造・納品
が遅れることが判明したため、事業完了予定年月日は令和７年３月28日ま
で延長となった。毎月工程会議を実施するなど進捗管理している。
〔事業内容〕
　整備施設　大規模周年栽培施設2.43ha
　生産物等　ミニトマト
　補助対象事業費　2,618,000千円（うち国庫補助1,100,000千円）

③花き
　世界の椿館・碁石と連携しながら、碁石海岸観光まつりや世界の椿館・
碁石が主催する秋のフェスティバル等のイベントで、花きの販売ブースを
設ける等、市内産花きのＰＲや販売の拡大へ向けた支援を行う。

〇各種イベント等の支援
　大船渡市農協では、令和６年度以降も気仙管内
を対象にＪＡまつりを継続していく予定である。
今後、実行委員会で決定される方針に合わせた具
体的な支援をする必要がある。

〇産地パワーアップ事業の進捗管理
　施設整備（産地パワーアップ事業）にあたって
は、大型ＬＰＧタンクの納品が３月上旬予定にな
るなど事業完了への影響が懸念されることから、
大船渡農林振興センター及び事業実施主体と連携
を図りながら、年度内の事業実施に向けて調整す
る必要がある。

〇花き生産者の支援
　イベント以外にも、契約販売の拡大の支援等に
より、収益性の向上等経営の維持安定化を図る必
要がある。

令和５年度実績

①農地中間管理事業の活用による経営規模の拡大
　農地の有効利用や農業経営の効率化による経営規模の拡大を図るため、
「地域農業を考える座談会」を開催した。
〔座談会〕
　日頃市１回（14名参加）、吉浜１回（14名参加）

②スマート農業の導入に向けた支援
  大船渡地方農業振興協議会が開催したスマート農業の推進に係る講演会
に市農林課職員４名が参加し、情報収集に努めた。
  また、同講演会について、認定農業者への周知を行った。

①青果物等価格安定事業
　公益社団法人岩手県農畜産物価格安定基金協会を実施主体として、県、
市、農業団体、生産者で基金造成し、価格が低落した際に生産者に補給金
を交付する。

②山間地域農産物価格安定対策事業
　大船渡市農協を実施主体として、市、農協、生産者で基金造成し、価格
が低落した際に生産者に補給金を交付する。（対象作物：ピーマン）
　菌床シイタケについては、生産者の減少や菌床椎茸種駒購入費に対する
国庫補助事業の開始を踏まえ、令和６年度以降は補助対象外とした。

③ブロイラー価格安定対策事業
　岩手県チキン協同組合を実施主体として、県、市、組合、生産者で基金
造成し、価格が低落した際に生産者に補給金を交付する。（対象数：
1,048,000羽）

〇青果物等の価格安定
　全県の出荷計画に基づく安定的な生産出荷の実
現を図る必要がある。

〇山間地域農産物の価格安定
　全県の出荷計画に基づく安定的な生産出荷の実
現を図る必要がある。

〇後継者の育成
　生産農家の高齢化や減少等に対応するため、後
継者育成等が必要である。

〇施策の基本方針／２農業経営の安定支援

①青果物等価格安定事業
　公益社団法人岩手県農畜産物価格安定基金協会を実施主体として、県、
市、農業団体、生産者で基金造成し、価格が低落したことから生産者に補
給金を交付した。
〔交付内容〕
　作物及び交付額　ズッキーニ14,457円、たまねぎ36,147円
　　　　　　　　　（特別業務資金から充当）
　負担割合　県3/10、市2/10、農業団体2/10、農業者3/10

②山間地域農産物価格安定対策事業
　大船渡市農協を実施主体として、市、農協、生産者で基金造成し、価格
が低落したことから生産者に補給金を交付した。（対象作物：ピーマン、
菌床しいたけ）
〔交付内容〕
　作物及び交付額　ピーマン　　　1,200千円（市400千円）
　　　　　　　　　菌床しいたけ　1,060千円（市318千円）
　負担割合　　　　ピーマン：市1/3、農協1/3、生産者1/3
　　　　　　　　　菌床しいたけ：市3/10、農協3/10、生産者4/10

③ブロイラー価格安定対策事業
　岩手県チキン協同組合を実施主体として、県、市、組合、生産者で基金
造成し、価格が低落したことから生産者に補給金を交付した。
〔交付内容〕
　対象数及び交付額　1,010,000羽　5,050,000円（市315,625円）
　負担割合　県1/8、市0.5/8、生産者3/8、協同組合3.5/8 4 



施策の展開（事業）

(5)活力に満ちた
魅力ある農村の
形成

令和５年度実績 令和６年度計画・進捗（実績値は、令和６年６月末現在） 課題等

(4)地域資源の活
用

①特産品の振興
ア　小枝柿
　大船渡市農協では、農家が生産した柿の実を集荷し、農産物処理加工集
出荷施設において加工後、農家から集荷した干し柿と合わせて販売した。
〔出荷実績〕気仙小枝柿1,363kg

イ　椿
・花きの生産振興と消費拡大を図り、椿の利活用による地域の活性化に資
するため、世界の椿館・碁石でつばきまつりを開催した。
〔開催状況等〕
　開催日数　49日間
　来場者数　10,865人
・椿を生かしたまちづくり活動の推進や椿油の普及を図るため、椿学習や
椿油搾油体験を行った。
〔実施状況等〕
　椿学習　大小(３回)、日小（３回）、末小(５回)、大中（１回）
　椿油搾油体験　市産業まつりやつばきまつり等（207人）

②６次産業化に向けた取組の支援
・産地化を目指した作業体系の確立のため、椿のタネ集めの支援を行っ
た。また、原材料となる椿の植樹を実施した。

③地産地消の推進
・大船渡地方農業振興協議会地域振興部会主催の郷土料理伝承者育成講習
会等について、市広報で市民に周知する等、当該協議会と連携しながら取
組を行った。
・市関係課で「食育業務担当者会議」を開催し、地産地消や食育に関する
取組について、情報共有を図った。
・「としるの貝焼きとイカの腑臓殻焼き」で岩手県食の匠に認定されてい
た菊地ミヨ子氏は、体力的な限界と健康上の理由に食の匠を辞任した。

①特産品の振興
ア　小枝柿
　大船渡市農協では、農家が生産した柿の実を集荷し、農産物処理加工集
出荷施設において加工後、農家から集荷した干し柿と合わせて販売する。

イ　椿
・花きの生産振興と消費拡大を図り、椿の利活用による地域の活性化に資
するため、世界の椿館・碁石でつばきまつりを開催する。
・椿を生かしたまちづくり活動の推進や椿油の普及を図るため、椿学習や
椿油搾油体験を行う。

②６次産業化に向けた取組の支援
・農業者や市内事業者等が行う特産品開発に係る取組を支援する。
・椿を活用した６次産業化を進めるため、関係機関・団体の紹介や、タネ
集めの支援等を行う。

③地産地消の推進
・大船渡地方農業振興協議会地域振興部会主催の郷土料理伝承者育成講習
会等について、市広報で市民に周知する等、当該協議会と連携しながら取
組を行う。
・市関係課で「食育業務担当者会議」を開催し、地産地消や食育に関する
取組について、情報共有を図る。
・産直施設の体制強化を図ることを目的に関係機関で連携し、研修会を開
催する。

〇小枝柿に関する管理方法等の指導
　干し柿に適さない小ぶりな実が多いため、市農
協等と連携して、品質の向上や安定化を図るため
の管理方法等の指導を行っていく必要がある。

〇椿のタネの収穫体制の構築等
　椿のタネの収穫目標を達成するため、収穫体制
の構築と成木の確保が必要である。

〇６次産業化に向けた推進体制の構築等
・付加価値をより高めていけるよう、地域ぐるみ
での事業推進体制を構築する必要がある。
・椿の認知度の向上及び高付加価値化を図ってい
く必要がある。

〇後継者の掘り起こし及び人材育成
　郷土料理等の普及に貢献している方々の高齢化
が進んでおり、若い世代の後継者が少ないことか
ら、後継者の掘り起こしや人材育成を行う必要が
ある。

①活力に満ちた魅力ある農村の形成
　中山間直接支払制度及び多面的機能支払制度を活用し、農村環境の維
持、保全に努めた。

②グリーン・ツーリズムの推進
　市観光交流推進室が事務局となっている大船渡市グリーン・ツーリズム
協議会は、体験メニューのプログラム体制が整ってきたことや、協議会の
設立目的が達成され、存在意義が薄れてきたことなどから、令和５年度を
もって事業を終了し、令和６年度に解散総会を行うこととした。

①活力に満ちた魅力ある農村の形成
　中山間地域直接支払制度及び多面的機能支払制度を活用し、農村環境の
維持、保全に努める。

②グリーン・ツーリズムの推進
　引き続き、ニーズに合わせた農業体験メニューの検討・造成、受入体制
の基礎を再構築するため、先進事例等の情報収集に努める。

〇地域全体で取り組む環境づくり
　高齢化により、共同作業の作業範囲や回数が減
少傾向にあることから、青年層や地域全体で取り
組む環境づくりが必要である。

〇グリーン・ツーリズムの推進
　多様な業種と連携し、農業体験メニューの試行
開発等を進めながら、事業の定着を図っていく必
要がある。
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施策の展開（事業）

(7)鳥獣被害対策
の推進

〔施策の基本方針２「農業経営の安定支援」成果指標〕

令和２年度（実績） 令和３年度（実績） 令和４年度（実績） 令和５年度（実績） 令和６年度 令和７年度 令和８年度（計画）

66.6ｔ 59.1t 56.2t 47.3t － － 70.0ｔ

2,798万円 1,865万円 1,928万円 2,210万円 － － 2,940万円

0.2ｔ 0.2ｔ 0.4ｔ 0.5t － － 1.0ｔ

9,315人 10,955人 15,416人 17,254人 － － 24,000人

1,054万円 698万円 646万円 840万円 － － 500万円

①捕獲対策
　大船渡市鳥獣被害対策実施隊による有害鳥獣捕獲及び里山周辺パトロー
ルを実施する。また、県が岩手県猟友会に広域捕獲事業を委託する。
〔計画捕獲数〕
　ニホンジカ　1,165頭
　ツキノワグマ　 17頭
　
②侵入防止対策
　イノシシ対策講習会（日頃市地区）
　防護網の購入支援

③環境整備対策
　サル装着ＧＰＳ受信用固定基地局設置　１基（継続：日頃市町宿地域）
　放置果樹木伐採（日頃市町鷹生地域）

〇有害捕獲の強化
　農作物等の鳥獣被害額は依然として高い水準で
推移しており、ニホンジカを重点対象とした有害
捕獲の強化が必要である。
　また、被害が拡大しているニホンザルや、近年
増加しているイノシシの被害を防ぐため、鳥獣の
特性に合わせた防護柵や電気柵の設置など被害防
止体制の強化が必要である。

項　目

①養鶏業の振興
ア　ブロイラー価格安定対策事業（再掲）
　岩手県チキン協同組合を実施主体として、県、市、組合、生産者で基金
造成し、価格が低落したことから生産者に補給金を交付した。
〔交付内容〕
　対象数及び交付額　1,010,000千羽　5,050,000千円（市315,625千円）
　負担割合　県1/8、市0.5/8、生産者3/8、協同組合3.5/8
イ　畜産競争力強化整備事業
　大船渡市チキンクラスター協議会が実施した施設整備事業について、設
定した成果目標を達成できるよう指導、助言した。
ウ　防疫対策
　鳥インフルエンザ発生時における防疫人員計画を策定するとともに、防
疫作業従事者の集合施設の選定について検討を進めた。

②肉用牛・酪農経営の安定化
ア　種山高原牧野管理運営協議会参画事業
　市内畜産農家の負担を軽減し、低コストで安定的な畜産物の生産を図る
ため、種山高原牧野放牧事業運営協議会に加入し、放牧事業に参画すると
ともに、負担金を支出した。
〔内容〕
　参画団体　県、５市町及び３農協の計９団体　　負担金134千円

イ　畜産振興事業
　畜産の振興を図るため、大船渡市農協が畜産物の生産性向上のための事
業（人工授精、公共牧野運搬、牛削蹄、アカバネ病予防ワクチン接種等）
を行う場合に要する経費の一部を補助した。
〔交付実績〕
　626千円

③獣医療対策
　気仙地区の獣医師を確保するため、岩手県・陸前高田市・住田町・大船
渡市農協等の関係機関と協議検討を行い、獣医師１名と大船渡地方農業振
興協議会との間で、獣医療の提供に関する協定を締結した。

①養鶏業の振興
ア　ブロイラー価格安定対策事業（再掲）
　岩手県チキン協同組合を実施主体として、県、市、組合、生産者で基金
造成し、価格が低落した際に補給金を交付する。（対象数：1,048,000千
羽）

イ　畜産競争力強化整備事業
　大船渡市チキンクラスター協議会が実施した施設整備事業について、設
定した成果目標を達成できるよう指導、助言を行う。
ウ　防疫対策
　鳥インフルエンザ発生時における防疫作業従事者集合施設となる施設の
利用について関係課と調整を進めるとともに、集合施設設置に係る実動訓
練を実施する。

②肉用牛・酪農経営の安定化
ア　種山高原牧野管理運営協議会参画事業
　市内畜産農家の負担を軽減し、低コストで安定的な畜産物の生産を図る
ため、種山高原牧野放牧事業運営協議会に加入し、放牧事業に参画すると
ともに、負担金を支出する。

イ　畜産振興事業
　畜産の振興を図るため、大船渡市農協が畜産物の生産性向上のための事
業（人工授精、公共牧野運搬、牛削蹄、アカバネ病予防ワクチン接種等）
を行う場合に要する経費の一部を補助する。
〔交付予定額〕
　700千円

③獣医療対策
　気仙地方の獣医師確保に対する支援として、大船渡地方農業振興協議会
特別会計に対し、負担金を支出する。
〔負担金〕
　353千円

〇後継者の育成（再掲）
　生産農家の高齢化や減少等に対応するため、後
継者育成等が必要である。

〇豚熱感染拡大の抑制
　イノシシの北上による豚熱の感染拡大が懸念さ
れることから、野生イノシシ経口ワクチンの散布
等対策を行い、感染イノシシの絶対数を抑制する
必要がある。

ピーマン出荷量

令和５年度実績 令和６年度計画・進捗（実績値は、令和６年６月末現在） 課題等

(6)畜産経営の安
定と収益性向上

ピーマン出荷額

椿実収穫量

世界の椿館・碁石来館者延べ人数

鳥獣による農作物被害額

①捕獲対策
　ニホンジカ　1,344頭（前年度1,456頭）
　ツキノワグマ　 10頭（前年度２頭）
　イノシシ　　　 14頭（前年度２頭）
　ハクビシン等　 ９頭（前年度20頭）
  鳥類　　　　   85羽（前年度92羽）

②侵入防止対策
　電気柵の設置（三陸町越喜来甫嶺地域）　L=1,556ｍ
　防護網の購入支援　L=5,950ｍ（79件）

③環境整備対策
　サル装着ＧＰＳ受信用固定基地局設置　２基（日頃市町小通・宿地域）
　放置果樹木伐採　48本（日頃市町大森、鷹生地域）
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〇施策／Ⅱ農業の担い手の確保

施策の展開（事業）

(1)認定農業者の
育成

(2)就農者等の確
保・育成とス
マート農業の推
進

(3)生産組織等の
育成と法人化の
推進

(4)農業と福祉の
連携の推進

〔施策の基本方針１「担い手の育成・確保」成果指標〕

令和２年度（実績） 令和３年度（実績） 令和４年度（実績） 令和５年度（実績） 令和６年度 令和７年度 令和８年度（計画）

29経営体 25経営体 25経営体 23経営体 － － 30経営体

１人・経営体/年 １人・経営体/年 ０人・経営体/年 ３人・経営体/年 － － ３人・経営体/年

26ha 26ha 27ha 28ha － － 40ha

令和６年度計画・進捗（実績値は、令和６年６月末現在） 課題等

①認定農業者の確保
　農業者１名の更新を行い、新たに申請２件の認定を行った。また、認定
期間が満了する農業者２名が更新辞退し、法人１社は営農区域が複数県に
またがるため、国へ申請することなった。
〔認定農業者総数〕
　23経営体

②地域農業の担い手育成
　県認定農業者組織連絡協議会の事務局がある岩手県農業会議が主催する
各種研修等について、農業者等へ周知した。

①認定農業者の確保
・認定期間が満了する４経営体（うち１経営体は承継）について、認定の
更新を行う。
・意欲ある農業者の掘り起しに努める。

②地域農業の担い手育成
・岩手県農業会議等が主催する各種研修等の情報を、農業者へ周知し、農
業経営の改善の一助となるよう努める。
・大船渡市認定農業者の会による研修会を行い、会員同士の研鑽と交流を
深める。

〇認定農業者の確保
　高齢化などを理由に、更新を辞退し、認定農業
者数が減少傾向にあることから、市内に限らず、
市外からの移住者等を対象とした、意欲ある農業
者の確保対策が必要である。

令和５年度実績

　引き続き、農業者及び市地域福祉課等に対し、障がい者への就労準備支
援等の情報提供を行う。

　障がい者側では就労先の確保を求めている一
方、雇用する側は障がい者が働くための環境整備
の情報が不足していることから、お互いに情報共
有できる体制づくりを支援する必要がある。

項　目

認定農業者数

①就農者等の確保
・大船渡地方農業振興協議会で開催した新規就農希望者対象の就農相談会
に参画するなど、新規就農者への支援活動を行った。
・青年就農者の就農後の定着を図るため、経営が不安定な就農直後の所得
を確保する資金（農業次世代人材投資資金）を交付した。
〔交付額〕
　2,250千円（継続　夫婦型１件）
・次世代を担う農業者となることを目指し、新たに経営を開始する者に資
金（経営開始資金）を交付した。
〔交付額〕
　750千円（新規　１件）

②就農者等の育成
・岩手県内の女性農業者の研修会・フォーラム等について、市内女性就農
者に周知し、参加の促進を図った。
・市内小学校で実施する農作業体験学習を支援した。
〔支援実績〕
　130千円×２校（日頃市小、吉浜小）

③スマート農業の導入に向けた推進（再掲）
  大船渡地方農業振興協議会が開催したスマート農業の推進に係る講演会
に市農林課職員４名が参加し、情報収集に努めた。
  また、同講演会について、認定農業者への周知を行った。

①就農者等の確保
・関係機関と連携し、大船渡地方農業振興協議会等で開催する就農相談会
や生産現場見学会に参画するなど、新規就農者への支援活動を行う。
・経営が不安定な就農直後の所得を確保することを目的に、新規青年就農
者に対し、農業次世代人材投資資金を交付する。
〔交付予定額〕
　2,250千円（継続　夫婦型１件）
・次世代を担う農業者となることを目指し、新たに経営を開始する者に資
金（経営開始資金）を交付する。
〔交付額〕
　1,500千円（継続　１件）

②就農者等の育成
・市内の女性就農者に岩手県内の女性農業者の研修会・フォーラム等への
参加を促し、女性農業者の活躍意識の醸成を図る。
・市内小学校で実施する農作業体験学習を支援する。
〔支援予定〕
　130千円×２校（日頃市小、吉浜小）

③スマート農業の導入に向けた推進（再掲）
　大船渡地方農業振興協議会が開催するスマート農業に係る会議や研修会
に参加し、情報収集を図る。
　また、農業者にスマート農業に関する情報提供を行う。

〇就農者支援体制の強化
・新規就農希望者に対し、農業次世代人材投資資
金や農業者を対象とした融資制度の周知を図ると
ともに、関係機関と連携し、支援体制を強化して
いく必要がある。

〇就農者の育成
　講習会等を通じ、女性農業者の作業内容の改善
や作業分担化を図っていく必要がある。

〇スマート農業に関する情報提供（再掲）
　スマート農業の導入について、農業者に対し、
積極的な情報提供に努め、導入の可能性等に関し
農業者の理解を深める必要がある。

①生産組織等の育成
　関係機関からの情報収集及び農業者の研修会の情報提供を行ったが、研
修会等への参加実績はなかった。

②法人化の推進
　関係機関からの情報収集及び農業者の研修会の情報提供を行ったが、研
修会等への参加実績はなかった。

①生産組織等の育成
　大船渡地方農業振興協議会等で開催する研修会等に参加して情報収集を
行う。また、農業者の研修会等の情報提供を行う。
　

②法人化の推進
　大船渡地方農業振興協議会等で開催する研修会等に参加して情報収集を
行う。また、農業者の研修会等の情報提供を行う。

〇組織化への機運醸成
　当市の日本型直接支払事業に取り組んでいる組
織は、農地等の保全活動が主となっていることか
ら、農業生産活動の共同化等により組織化への機
運を高めていく必要がある。

〇法人化に対する意識啓発
　法人化による農業経営への効果などについて、
農業者等の理解を深める機会の充実と情報発信の
強化が必要である。

新規就農者数

農作業等受託面積

〇施策の基本方針／１担い手の育成・確保

　障がい者への就労準備支援の一環として、農作業就労の取組を支援し
た。
　市内の就労継続支援Ｂ型事業所に椿植栽地草刈り業務を委託した。
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○大船渡市農業振興対策協議会設置条例 

昭和48年３月５日条例第12号 

改正 

平成11年３月12日条例第２号 

平成13年11月14日条例第86号 

平成14年３月18日条例第14号 

平成24年３月19日条例第11号 

大船渡市農業振興対策協議会設置条例 

（設置） 

第１条 農業の振興対策に関し、必要な事項を調査審議するため、市長の諮問機関として大

船渡市農業振興対策協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌） 

第２条 協議会の所掌事項は、おおむね、次のとおりとする。 

(１) 農業振興の総合的対策に関すること。 

(２) 市農業長期計画の推進に関すること。 

(３) その他農業振興に必要な事項 

（組織） 

第３条 協議会は、委員20人以内をもつて組織し、委員は、次の各号に掲げる者のうちから

市長が委嘱する。 

(１) 農業委員会の委員 

(２) 農業団体の役職員 

(３) 知識経験者 

(４) 農業者 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第４条 協議会に、会長及び副会長各１人を置き、委員の互選とする。 

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 
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３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第５条 協議会は、市長が招集する。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

（庶務） 

第６条 協議会の庶務は、農林水産部において処理する。 

（補則） 

第７条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に

はかつて定める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 大船渡市農業基本対策協議会設置条例（昭和39年条例第10号）は、廃止する。 

附 則（平成11年３月12日条例第２号） 

この条例は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成13年11月14日条例第86号） 

１ この条例は、平成13年11月15日から施行する。 

２ この条例の施行の日から平成15年３月31日までの間に委嘱される大船渡市農業振興対策

協議会の委員の任期は、改正後の大船渡市農業振興対策協議会設置条例第３条第２項本文

の規定にかかわらず、同日までとする。 

附 則（平成14年３月18日条例第14号） 

この条例は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月19日条例第11号） 

この条例は、平成24年４月１日から施行する。（後略） 
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○ 大船渡市農業振興対策協議会事務局設置要領 

 

（設置の目的） 

第１条 大船渡市農業振興対策協議会設置条例（昭和 48 年大船渡市条例第 12 号）第１条 

 の規定に基づく大船渡市農業振興対策協議会（以下｢協議会｣という。）の所掌事項に属す 

る事務を処理するため、大船渡市農業振興対策協議会に事務局（以下｢事務局｣という。） 

を設置する。 

（組織） 

第２条 事務局は、概ね 15 人程度の局員をもって組織し、局員は、次の各号に掲げる者の 

うちから協議会の会長（以下｢会長｣という。）が委嘱する。 

⑴ 農業委員会事務局の職員 

⑵ 協議会委員の属する農業団体の職員 

⑶ 農林課の職員 

⑷ その他、会長が認める者 

２ 事務局に事務局長１名を置き、事務局長は農林課長をもって充てる。 

３ 事務局長は、会長の命を受け、事務を総理し、事務局会議の議長となる。 

（会議） 

第３条 事務局会議は必要に応じ会長が招集する。 

（補則） 

第４条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

１ この要領は、平成７年２月９日から施行する。 
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